
























































































































 以上 2地域における計 4つの事例研究を通して，以下のことが明らかになった。 
まず，既存ガバナンスにおいては水環境問題を解決しようとする政府主導のトップダウ
ン・メカニズム（階層的・重層的）が優勢である。事例（1）では，水危機を契機にして政
府階層間での双方向的な相互作用のなかで政策改革が進んだが，長期持続的な問題解決に
有効なメカニズムを欠いている。事例（3）では，メディアのキャンペーンを契機に異なる
政府部門間（水利行政と環境行政）で一定の協働関係が構築されるとともに，環境・健康
行政が開始されるというような重層的に展開するなかで，水利・環境行政間の連携や環境・
健康行政の立ち後れといった問題点が見られる。このように，トップダウン・メカニズム
が危機を契機に機能が強化されるようなダイナミックな動きが見られる一方で，それだけ
では協働解決は十分に進まない。 
またトップダウン・メカニズムが優位のなかで，事例（2）で検討したコミュニティ円卓
会議の社会実験のように，基層からのボトムアップ・メカニズムについて一定の試行が可
能である。専門家の関与のもとでコミュニティをベースに政府，企業，住民，メディアの
間での協働関係も一部実現した。しかしながら，ボトムアップ・メカニズムが制度化され
ていないなかでは，その試行の正当性は既存のガバナンスの権威や政策に依存せざるを得
ないという限界がある。 
他方で，事例（4）で検討した NGOの現場での様々な実践（汚染実態の告発，水環境モ
ニタリング，被害調査・救済，飲用水改善事業）については，政府，メディア，企業との
一定の協働関係が生まれつつあるものの，政府から抑圧されたり（健康被害への対応），政
府事業と接続していなかったり（飲用水改善事業）というように，NGOによる新興ガバナ
ンスが政府主導の既存ガバナンスとの間で緊張関係が見られる。また 4つの事例を通して
制度・ルール形成は政府主導で行われ，住民や NGOの関与は乏しい。 
最後に第 7章では，本研究の結論を踏まえて，今後、さらなる協働解決の促進に向けて，
外部からの協力・支援や活動への参画が，実践的研究を通した関係主体との成果の共同産
出―共創―を目指す超学際的研究として今後，国際共同研究の新たな進め方を切り拓くも
のとして展望できると指摘した。 
 
